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Ｔ Ｅ Ｌ(      )06 6452－6345氏 名 藤 井 　 克 巳

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 15年  5月 19日
(コード番号 :    )親 会 社 名 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )15年 3月 期 平 成14年 4月 1日 平 成15年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期      187,152     1.1       3,394   △14.1       3,258   △14.6

14年 3月期      185,153    △3.1       3,951     4.1       3,817     0.1

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          404    △7.3          3.09      1.1     2.2     1.7

14年 3月期          436－           3.33－      1.2     2.5     2.1

(注 )1.持分法投資損益 15年 3月 期 百万円 14年 3月 期 百万円－
2.期中平均株式数(連結) 15年 3月 期    130,865,685株 14年 3月 期    130,873,787株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

     149,820       36,145     24.1        276.2115年 3月期

     149,823       36,592     24.4        279.6014年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 15年 3月 期    130,859,589株 14年 3月 期    130,870,759株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       6,886      △2,835       △1,660       10,30315年 3月期

14年 3月期        9,189        3,179     △15,591        7,834

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   17

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    3

2．      の連結業績予想 (           ～           )16年 3月期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       92,000        1,500          900

通 期      190,000        4,000        2,000

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          15円 28銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
　 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 連 結 添 付 資 料 の ５ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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１．企業集団の状況 
 
 当社グループは、当社、子会社３３社及び関連会社５社で構成され、繊維板、木質内装建材、住宅機器等の製造販売を主な内容とし

て事業活動を展開している。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。なお、事業の種類別セグメント

と同一の区分である。 

 

住宅・建設資材関連事業 

繊維板 … 当社が製造し販売するほか、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東海ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、山陰ダ

イケン(株)においても販売している。又、(株)ダイタックでは繊維板を加工し、畳として販売しており、

ダイライト(株)ではＶＳＦ(ダイライト)を、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.では、ＭＤＦを製造している。 

繊維板製造工場の一つである岡山工場は、三興不動産(株)より工場敷地を賃借している。 

 

木質内装建材 … 当社が製造し販売するほか、三重ダイケン(株)、(株)ダイフィット、セトウチ化工(株)、（株）ダイウッド、

関連会社 友美工業(株)においても製造し、当社が仕入れしている。又、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東

海ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、山陰ダイケン(株)においても販売している。 

(株)名古屋加工、(有)井波加工、(有)富山加工は作業工程の一部を下請している。 

 

住宅機器 … 当社が製造し販売するほか、富山住機(株)、(株)サンキ、(株)トナミ加工、大建工業（寧波）有限公司が

製造しており、当社で仕入販売している。 

又、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東海ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、山陰ダイケン(株)においても販

売している。 

 

その他 … 無機建材、その他は当社が製造し販売するほか、富山大建工業（株）、（有）富山加工においても製造し、

当社が仕入れしている。又、三洋(株)、ダイランバー(株)、北陸ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、東海ダ

イケン(株)、山陰ダイケン(株)でも販売しており、(株)ダイケンコンポーネントは一部製品の加工の下請

をしている。なお、ダイケン物流(株)は物流センターの建物賃貸を、(株)ダイケンアクトは損害保険代理

店業をそれぞれ営んでいる。 

又、ダイケンサービス(株)は、当社製品を使用した建物・構築物の修繕及び設備・建築工事を請負ってい

る。 

 

 

住宅・建設工事関連事業 

エンジニアリング … ビル・店舗の内装工事を当社及びダイケンエンジニアリング(株)、梅田建材(株)、鉱工産業(株)が請負っ

ている。 

 

住宅事業 … ダイケンホーム(株)、関連会社 (株)とやまダイケンホームは、当社製品を使用した住宅の販売を行ってい

る。 
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事業系統図は次のとおりである。 
 

 
得   意   先 

 

［繊維板・木質内装建材・住宅機器・その他］ 
子会社 
三洋（株）、ダイランバー（株）、東海ダイケン（株）、九州ダイナ（株）、 

○北陸ダイケン（株）、山陰ダイケン（株） 

［繊維板］ 
子会社 
○ダイライト（株） 
○DAIKEN SARAWAK 

SDN.BHD.

［繊維板］ 
子会社 
○（株）ダイタック 
 

 
住宅・建設資材関連事業 

 

［その他］ 
子会社 
（株）ダイケンアクト
○ダイケン物流（株）
 
関連会社 
（株）岡山臨港 

［その他］ 
子会社 
ダイケン 
サービス（株）

［繊維板］ 
子会社 
○三興不動産（株） 

［木質内装建材］ 
子会社 
○三重ダイケン（株）
（株）ダイフィット 
○セトウチ化工（株）
（株）ダイウッド 
 
関連会社 
友美工業（株） 

［その他］ 
子会社 
○富山大建工業（株） 
（有）富山加工 

［木質内装建材・ 
その他］

子会社 
（有）井波加工 
（株）名古屋加工 
（株）ダイケン 
コンポーネント

 
関連会社 
エコテクノ（株） 

［住宅機器］ 
子会社 
○富山住機（株）
○（株）サンキ 
○（株）トナミ 

加工
○大建工業（寧 

波）有限公司

［エンジニア 
リング］ 

子会社 
○ダイケン 
エンジニアリング

（株）
○梅田建材（株） 
○鉱工産業（株） 

［住宅事業］ 
子会社 
○ダイケンホーム 

（株）
 
関連会社 
（株）とやま 
ダイケンホーム

○印 連結子会社 



 -3-

 
２．経営方針 
 
１）経営の基本方針 
 当社グループは「人と空間・環境の調和をテーマに顧客本位の経営を行う」という経営理念のもと、「顧客への最速適合」
と「株主重視のキャッシュ・フロー経営」を軸に経営を進めてまいります。そして、投下資本に対して各事業が適切なリ
ターンをもたらすことにより企業価値が高まるとの認識からＲＯＥとともにＲＯＡを重点指標と定め、事業別ＲＯＡ経営
を通じて選択と集中を進めてまいります。 
 
２）利益配分に関する基本方針 
 当社グループは、株主に安定した配当をすることを基本としつつ、将来の発展のため内部留保の確保に努め、業績の向
上・安定に努める所存です。内部留保金は業容拡大のため企業体質の強化を図りながら研究開発投資、設備投資等の資金
需要に充当いたします。 
 
３）中長期的な経営戦略・経営目標 
 当社グループは前三ヵ年の経営改革の成果を踏まえ、新たに策定しました 2002 年度を初年度とする中期経営計画のもと、
ＲＯＥ10.5％、ＲＯＡ（経常利益）4.8％を経営目標に、経営を進めております。 
 (1)市場創造及び高品質・機能訴求による事業拡大 
当社グループの中核事業「ダイライト」は毎期売上拡大が図れ、市場での認知度も高まってまいりましたが、木造住
宅における耐力面材構法市場でのシェアアップと新たな二次化粧製品への展開で、更なる市場創造・事業拡大を図りま
すと共に、この「ダイライト」を切り口にして、当社グループの得意とする「高付加価値製品」の拡販に努めておりま
す。また、室内ドア、床暖房や畳事業など基幹事業への資源投入や組織強化を進めますと共に商品力を高め、収益拡大
を図っております。既存事業強化と併せ、空気環境事業やリサイクル事業など新たな環境対応事業にも積極的に取り組
んでまいります。また、現有の中小工務店向けの販売チャネルの再編・強化を図りますと共に大手量産工務店や集合住
宅市場攻略を進めております。さらに新築住宅市場縮小の中、拡大余地の大きな住宅リモデル市場に対し、社内組織・
体制を充実すると共にアライアンスを活かし、製品面、販売面の両面から積極的に市場開拓、顧客開拓を進めておりま
す。 
 (2)コスト競争力の増強 
生産面では海外戦略展開の視点から、中国に木質建材の生産拠点を 2002 年４月に立上げました。2003 年５月には新工
場が竣工し、室内ドア、床材を中心に、コスト競争力の増強を図ってまいります。併せて国内ではコスト優先で最適な
生産のシステム作りを進めてまいります。更に海外調達など、購買改革を積極的に進め、コスト競争力の一層の強化を
図っております。 
 (3)アライアンスの推進と強化 
東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社、ニチハ株式会社各社との提携強化を図りますと共に、更なるアライアンス
により、事業強化を図ってまいります。具体的には全国で東陶機器株式会社との共同販売企画「ＴＤコラボレーション
フェア」を実施し、リモデル市場での市場開拓が大きくはかれました。2003 年度も顧客密着型での共同販売企画を進め
てまいります。また畳事業においてはニチハ株式会社との共同開発を行い、リサイクルが可能な健康・快適の「たたみ
床」を発売したところです。 
 (4)環境経営の推進 
当社グループは 40 年余の永きにわたり資源の有効活用、省エネルギーをテーマに経営に当たってまいりました。経営
理念である「人と空間・環境の調和」のもと、新たに策定いたしました全社環境活動の「ＤＡＩＫＥＮ ＥＣＯ－ＡＣ
ＴＩＯＮ」を展開しております。そして、人と地球にやさしい製品の提供や環境活動にも力を入れてまいります。 
 
４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え及びその施策の実施状況 
当社グループはコーポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要課題として、組織・諸制度の整備等経営機能の強化を
推進してまいります。 
監査役制度のもと、経営の意思決定の迅速化、効率化と健全化を進めますために、取締役会の構成員を 11 名に減員する
とともに、執行役員制を導入いたしました。 
監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成しており、監査役は取締役会などの重要な会議に出席しております。社外
監査役は当社の主要株主である伊藤忠商事株式会社および伊藤忠建材株式会社からそれぞれ１名就任いただいております。
なお、当社グループと両社は営業取引関係があります。 
またコンプライアンス担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置いたしました。コンプライアンス体制の
整備と徹底・強化を当社グループあげて取組んでまいります。 
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３．経営成績と財政状態 
 
１）経営成績 
 (1)当期の概況 
当期のわが国経済は、昨年前半に景気底入れの兆しが見えつつあったものの、その後は米国景気の減速、不良債権問
題、株安などによる先行き不安、高失業率、消費マインドの冷え込みなど、デフレ環境下の非常に厳しい経営環境が続
きました。 
当期の新設住宅着工戸数は前期比で 97.6％の 114 万戸に止まり、３年連続の減少、21 年ぶりの低水準となりました。
利用関係別では、貸家はわずかに増加したものの、持家は依然として下げ止まらず､分譲住宅、マンションはいずれも前
期を大きく下回り、また着工床面積は 95.1％とさらに大きな減少となるなど、非常に厳しい状況で推移しました。 
また、非住宅用建築物の着工床面積は商業施設が前期に比べ増加したものの、全体では 95.8％と一段と厳しくなりま
した。 
 
（住宅･建設資材関連事業） 
当社グループは、当期をスタートとする中期経営計画に基づき､経営資源の集中と効率化を軸に、市場の動きに迅速
に対応するための組織化を図り、重点事業の拡大に努めると同時に、提案力、対応力の強化を図りました。当社グル
ープにとりましての拡大分野である量産工務店、集合住宅及び新規のリモデル分野で営業強化を図ると同時に、市場
特性に合わせた商品づくり、新規有力顧客の開拓、地域に密着した営業展開に注力しました。また、海外戦略展開の
視点から中国に「大建工業（寧波）有限公司」を設立し、ドアの生産を開始しました。 
製品面では、ダイライトの一層の拡販・普及を主軸に、シックハウス対応の一つとしてＶＯＣ（揮発性有機化合物）
の吸着機能、湿気の調整機能、マイナスイオン発生機能などを有する健康快適内装建材など、環境や健康に配慮した
品質や機能の強化・充実をはかり、市場投入を行いました。また、既存住宅の内装建材に上貼り・後付けするタイプ
のリモデル製品の充実を図りました。 
販売面では提携企業の東陶機器株式会社との共同企画「ＴＤコラボレーションフェア」を全国で実施し､新規顧客の
拡大と深耕を図りました。また、当社グループ事業の特長である環境と健康への配慮型製品群を、シックハウス対応
への提案として訴求しました。 
 
以上の結果、非常に厳しい経営環境ではありましたが､ダイライトや内装ドア、階段、床暖房、リモデル製品などの
伸長により、この分野の売上高は 1,564 億 69 百万円（前期比 100.7%）となりました。 
 
(住宅・建設工事関連事業) 
非住宅用建築物は全体的に需要低迷が続く中、また受注競争激化による価格低下がありました。一方でマンション
やリモデル物件などに注力し、受注確保に努めました。 
その結果、この分野の売上高は 306 億 83 百万円（前期比 102.9%）となりました。 

 
特別損益につきましては、厚生年金基金の代行部分返上益 23 億 33 百万円を計上しましたが、一方で投資有価証券評
価損 24 億 18 百万円をはじめ早期退職特別加算金、貸倒引当金特別繰入額、投資有価証券売却損など46 億 25 百万円を
計上しましたので、特別損益合計は 22 億 92 百万円の損失となりました。 
 
この結果、当期の売上高は 1,871 億 52 百万円（前期比 101.1%）、経常利益では 32 億 58 百万円(前期比 85.4%)となり
ましたが、投資有価証券評価損など特別損失により、当期利益 4億 4百万円(前期比 92.7%)となりました。 
 
当期の設備投資では、窯業系サイディングラインの改善、畳表製造設備の増設などの生産強化を図りました。また、
各工場においては生産性向上のための各種設備工事を実施しました。これらの所要資金はすべて自己資金を充当しまし
た。 
 
配当につきましては株主への安定した配当を基本に、従来通りの配当とさせて頂きます。 
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 (2)次期の見通し 
今後のわが国経済は構造改革の進展やデフレ対策が期待されるところですが、新設住宅は景気の先行き不安、所得の
減少などを背景に､低調な動きを続けるものと思われます。また、低価格傾向が一層顕著になり､コスト競争は激化する
ものと思われます。 
当社グループはこうした市場の大きな変化や要請に迅速に対応するため、２年目となる中期経営計画のシナリオに沿
い、新たに成長が見込まれる市場を見極め､重点事業において健康・環境、リモデルなど時代の要請に合致した商品力の
強化、市場にマッチしたきめ細かな戦略を実行し、主力事業の一層の拡大と新規市場の開拓・拡大に努め、事業基盤の
確立を図ってまいります。 
また、経営改革の遂行による企業体質のさらなる強化、低価格傾向への対応として中国での生産拠点の拡充や素材調
達方法の見直しなどトータルコストダウンを推進する一方、新たなビジネスモデルの構築にも努めてまいります。 
 
以上により、平成 16 年３月期の連結業績は、売上高で 1,900 億円、経常利益では 40 億円、当期純利益では 20 億円の
計画です。 
 
配当につきましては、株主への安定した配当を基本に考えてまいります。 

 
２）財政状態について 
 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の 9億 66 百万円に加え、減価償却費及び棚卸資
産、仕入債務の減少などにより、68 億 86 百万円の増加（前期比 23 億 3 百万円の減少）となりました。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより 28 億 35 百万円の減少（前期比 60 億 14 百万円
の減少）となりました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払等により 16 億 60 百万円の減少（前期比 139 億
31 百万円の増加）となりました。 
 以上により、当期における現金及び現金同等物残高は、24 億 69 百万円増加し、103 億 3 百万円となりました。 
 
 尚、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 
 平成 13 年３月期 平成 14 年３月期 平成 15 年３月期 

自己資本比率 ２１．６％ ２４．４％ ２４．１％ 

時価ベースの自己資本比率 ２１．３％ ２５．３％ ２１．３％ 
債務償還年数 ― ４．９年 ６．８年 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ ― ７．８ ８．８ 
（注）自己資本比率          ：自己資本／純資産 
   時価ベースの自己資本比率    ：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 
各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
(1)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
(2)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されてい
る借入金、社債を対象としております。 
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４．連結財務諸表等 
 
（１）連結貸借対照表 
 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 
（平成14 年３月31 日） （平成15 年３月31 日） （△印減） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 
（資産の部）    ％   ％  
Ⅰ 流動資産         
         
 １ 現金及び預金   ７，９１３   １０，３６６  ２，４５３ 
 ２ 受取手形及び売掛金   ３６，３３０   ３５，６９５  △ ６３５ 
 ３ 有価証券   １８   ２５０  ２３２ 
 ４ 棚卸資産   ２９，７７８   ２７，８４７  △ １，９３１ 
 ５ 未成工事支出金   ２，３９７   ３，２４２  ８４５ 
 ６ 繰延税金資産   １，３２７   ２，２９１  ９６４ 
 ７ その他の流動資産   ５，３２９   ６，３９５  １，０６６ 
   貸倒引当金   △ １３６   △ １２８  ８ 
流動資産合計   ８２，９５６ 55.4   ８５，９５８ 57.4  ３，００２ 

         
Ⅱ 固定資産         
         
 １ 有形固定資産         
 (1)建物及び構築物  １５，４３５   １４，６０１    
 (2)機械装置及び運搬具  １３，２０６   １２，３２５    
 (3)土地  １４，７２８   １４，７５２    
 (4)建設仮勘定  ４２１   ３５５    
 (5)その他の有形固定資産 １，４１１ ４５，２０１ 30.2  １，３４５ ４３，３７８ 29.0  △ １，８２３ 
         
 ２ 無形固定資産         
 (1)営業権  ３８   １９    
 (2)ソフトウェア  ４６１   ３６１    
 (3)連結調整勘定  ２１９   ２０５    
 (4)その他の無形固定資産 １１６ ８３４ 0.5 １８２ ７６７ 0.5 △ ６７ 
         
 ３ 投資その他の資産         
 (1)投資有価証券  １１，２２３   ９，２５６    
 (2)長期貸付金  ２，２９９   ２，２６８    
 (3)前払年金費用  ―   ２，４８４    
 (4)繰延税金資産  ４，２０３   ２，８１１    
 (5)その他の投資  ３，７２０   ３，９８０    
   貸倒引当金  △ ６１３ ２０，８３２ 13.9  △ １，１５２ １９，６４７ 13.1  △ １，１８５ 
固定資産合計   ６６，８６７ 44.6   ６３，７９２ 42.6  △ ３，０７５ 

         
Ⅲ 繰延資産         
         
 １ 社債発行費   ―   ７０  ７０ 
繰延資産合計   ― -  ７０ 0.0 ７０ 

         
        

資産合計  １４９，８２３ 100.0  １４９，８２０ 100.0 △ ３ 
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 
（平成14 年３月31 日） （平成15 年３月31 日） （△印減） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 
（負債の部）    ％   ％  
Ⅰ 流動負債         
         
 １ 支払手形及び買掛金   ３７，３０６   ３４，０８８  △ ３，２１８ 
 ２ 短期借入金   １２，６２５   １１，１９９  △ １，４２６ 
 ３ 一年以内に返済予定の     
   長期借入金   

１２，１２９ 
  

１７，２７３ 
 

５，１４４ 

 ４ 未払金   １７，６８２   ２０，９９５  ３，３１３ 
 ５ 未払法人税等   １８２   １５１  △ ３１ 
 ６ 未払消費税等   ３５６   ２６３  △ ９３ 
 ７ 繰延税金負債   １０   ９  △ １ 
 ８ 賞与引当金   １，３９０   １，５１２  １２２ 
 ９ 繰延ヘッジ利益   ９２５   ６８９  △ ２３６ 
 10 その他の流動負債   ３，３６９   ４，２１０  ８４１ 
流動負債合計   ８５，９７４ 57.4   ９０，３８９ 60.3  ４，４１５ 

         
Ⅱ 固定負債         
         
 １ 社債   ―   ５，０００  ５，０００ 
 ２ 長期借入金   １９，９０７   １１，９１４  △ ７，９９３ 
 ３ 繰延税金負債   ５６０   ５４７  △ １３ 
 ４ 退職給付引当金   ４，６１１   ３，４６８  △ １，１４３ 
 ５ 連結調整勘定   ８２   １３７  ５５ 
 ６ その他の固定負債   ８９９   ９１６  １７ 
固定負債合計   ２６，０５９ 17.4   ２１，９８２ 14.7  △ ４，０７７ 

         
        

負債合計  11２，０３３ 74.8   １１２，３７１ 75.0  ３３８ 
        
（少数株主持分）         
  少数株主持分   １，１９８ 0.8  １，３０４ 0.9 １０６ 
         
（資本の部）         
Ⅰ 資本金   １３，１５０ 7.5  ― - △ １３，１５０ 
Ⅱ 資本準備金   １１，８５１ 6.8  ― - △ １１，８５１ 
Ⅲ 連結剰余金   １２，５１４ 7.4  ― - △ １２，５１４ 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  △ ８０６ △0.5  ― - ８０６ 
Ⅴ 為替換算調整勘定   △ １１５ △0.1  ― - １１５ 
Ⅵ 自己株式   △ ２ 0.0  ― - ２ 
         
         

資本合計  ３６，５９２ 24.4   ― - △ ３６，５９２ 
         
         
Ⅰ 資本金   ― -  １３，１５０ 8.8 １３，１５０ 
Ⅱ 資本剰余金   ― -  １１，８５１ 7.9 １１，８５１ 
Ⅲ 利益剰余金   ― -  １１，８８３ 7.9 １１，８８３ 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― -  △ ５１５ △0.3 △ ５１５ 
Ⅴ 為替換算調整勘定   ― -  △ ２２０ △0.2 △ ２２０ 
Ⅵ 自己株式   ― -  △ ４ △0.0 △ ４ 
         
         

資本合計  ― -  ３６，１４５ 24.1  ３６，１４５ 
         
        
負債、少数株主持分及び資本合計  １４９，８２３ 100.0  １４９，８２０ 100.0 △ ３ 
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（２）連結損益計算書 
 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日 （平成14 年４月１日 

～平成14 年３月31 日） ～平成15 年３月31 日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 
    ％   ％  
Ⅰ 売上高   １８５，１５３ 100.0  １８７，１５２ 100.0 １，９９９ 
Ⅱ 売上原価   １４６，０５８ 78.9   １４７，３８５ 78.8  １，３２７ 
    売上総利益   ３９，０９５ 21.1   ３９，７６７ 21.2  ６７２ 
Ⅲ 販売費及び一般管理費   ３５，１４４ 19.0   ３６，３７３ 19.4  １，２２９ 
    営業利益   ３，９５１ 2.1  ３，３９４ 1.8 △ ５５７ 
Ⅳ 営業外収益         
 １ 受取利息  １３９   １０７    
 ２ 受取配当金  ９６   １８８    
 ３ 賃貸料  ４２６   ３５５    
 ４ 有価証券売却益  １３   ―    
 ５ 連結調整勘定償却額  ７   ５７    
 ６ 生命保険配当金  ２５３   １２１    
 ７ 雑収入  ９５８ １，８９２ 1.1 ７００ １，５２８ 0.8 △ ３６４ 
Ⅴ 営業外費用         
 １ 支払利息  １，１７８   ７６０    
 ２ 売上割引  ３７０   ３５８    
 ３ 為替差損  ―   ２６６    
 ４ 雑支出  ４７８ ２，０２６ 1.1 ２８０ １，６６４ 0.9 △ ３６２ 
    経常利益   ３，８１７ 2.1  ３，２５８ 1.7 △ ５５９ 
         
Ⅵ 特別利益         
 １ 貸倒引当金戻入額  １６   ―    
 ２ 固定資産売却益  ５   ―    
 ３ 投資有価証券売却益  １４２   ―    
 ４ ゴルフ会員権売却益  ２   ―    
 ５ 金利スワップ評価戻入益 ５，０９３   ―    
 ６ 厚生年金基金代行部分返上益 ― ５，２５８ 2.8 ２，３３３ ２，３３３ 1.3 △ ２，９２５ 
         
Ⅶ 特別損失         
 １ 貸倒損失  １７   １４    
 ２ 棚卸損失  ―   ３２５    
 ３ 固定資産除却損  ９２   １４９    
 ４ 投資有価証券評価損  １，２１１   ２，４１８    
 ５ 投資有価証券売却損  ―   １５５    
 ６ 貸倒引当金特別繰入額 １１１   ６４１    
 ７ 役員退職金  １０９   ２７３    
 ８ 早期退職特別加算金  ―   ６０９    
 ９ ゴルフ会員権評価損  ２３   ３６    
 10 ゴルフ会員権売却損  ―   ２    
 11 金利スワップ解約損失 ５，６７２   ―    
 12 為替差損  ２７９   ―    
 13 その他  ― ７，５１４ 4.0 ３ ４，６２５ 2.5 △ ２，８８９ 
         
 税金等調整前当期純利益   １，５６１ 0.8  ９６６ 0.5 △ ５９５ 
 法人税、住民税及び事業税  ２０６   １９３    
 法人税等調整額  ７６３ ９６９ 0.5 １８４ ３７７ 0.2 △ ５９２ 
 少数株主利益   １５６ 0.1  １８５ 0.1 ２９ 
    当期純利益   ４３６ 0.2  ４０４ 0.2 △ ３２ 
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（３）連結剰余金計算書 
 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日 （平成14 年４月１日 

～平成14 年３月31 日） ～平成15 年３月31 日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 金 額 
      
Ⅰ 連結剰余金期首残高  １３，００２  ― △ １３，００２ 
Ⅱ 連結剰余金増加高      
 １ 連結子会社増加に伴う剰余金    
   増加高 

１７ 
 

― 
  

 ２ 連結子会社減少に伴う剰余金  
   増加高 

４２ ５９ ― 
 

△ ５９ 

Ⅲ 連結剰余金減少高      
 １ 配当金 ９８１  ―   
 ２ 取締役賞与 ２ ９８３ ― ― △ ９８３ 
Ⅳ 当期純利益  ４３６  ― △ ４３６ 
Ⅴ 連結剰余金期末残高  １２，５１４  ― △ １２，５１４ 
      
      
（資本剰余金の部）      
Ⅰ 資本剰余金期首残高      
  資本準備金期首残高 ― ― １１，８５１ １１，８５１ １１，８５１ 
Ⅱ 資本剰余金期末残高  ―  １１，８５１ １１，８５１ 
      
（利益剰余金の部）      
Ⅰ 利益剰余金期首残高      
  連結剰余金期首残高 ― ― １２，５１４ １２，５１４ １２，５１４ 
Ⅱ 利益剰余金増加高      
 １ 当期純利益 ―  ４０４   
 ２ 連結子会社増加に伴う増加高 ― ― ７ ４１１ ４１１ 
Ⅲ 利益剰余金減少高      
 １ 配当金 ―  ９８１   
 ２ 役員賞与 ―  ３   
 ３ 連結子会社増加に伴う減少高 ― ― ５８ １，０４２ １，０４２ 
Ⅳ 利益剰余金期末残高  ―  １１，８８３ １１，８８３ 
      

 



 -10-

 
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日 （平成14 年４月１日 

～平成14 年３月31 日） ～平成15 年３月31 日） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 税金等調整前当期純利益  １，５６１ ９６６ 
 ２ 減価償却費  ４，３０７ ４，１８６ 
 ３ 社債発行費償却額  ― ３３ 
 ４ 連結調整勘定償却額  ８ △ ６ 
 ５ 退職給付引当金の増減額  △ ７３６ △ ３，６５４ 
 ６ 賞与引当金の増減額  △ ５７２ １１８ 
 ７ 貸倒引当金の増減額  △ ６１ ５３０ 
 ８ 受取利息及び受取配当金  △ ２３５ △ ２９５ 
 ９ 支払利息  １，１７８ ７６０ 
 10 為替差損  ２５８ ２９６ 
 11 有価証券売却損  １ １９３ 
 12 有価証券売却益  △ １３ ― 
 13 投資有価証券評価損  １，２１１ ２，４１８ 
 14 投資有価証券売却益  △ １４２ ― 
 15 固定資産除却損  ９２ １４７ 
 16 固定資産売却益  △ ５ ― 
 17 ゴルフ会員権評価損  ２３ ― 
 18 売上債権の増減額  １５，５５７ ７１８ 
 19 棚卸資産の増減額  △ ５４２ １，３３３ 
 20 仕入債務の増減額  △ ３，８１４ １，７０２ 
 21 未払消費税等の増減額  ７８ △ １０１ 
 22 取締役賞与の支払額  △ ４ △ １ 
 23 割引手形の減少額  △ １，３４７ △ ３８ 
 24 その他  △ ６，３４９ △ １，７３１ 
    小計  １０，４５４ ７，５７４ 
    
 25 利息及び配当金の受取額  ２３５ ２９５ 
 26 利息の支払額  △ １，１７９ △ ７５９ 
 27 法人税等の支払額  △ ３２１ △ ２２４ 
    営業活動によるキャッシュ・フロー  ９，１８９ ６，８８６ 
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日 （平成14 年４月１日 

～平成14 年３月31 日） ～平成15 年３月31 日） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 定期預金の預入による支出  △ ４ ― 
 ２ 定期預金の払戻による収入  ４８ １５ 
 ３ 有価証券の取得による支出  △ １，５００ △ ５００ 
 ４ 有価証券の売却による収入  ４，４１１ ２６８ 
 ５ 投資有価証券の取得による支出  △ １，７８８ △ １，３９１ 
 ６ 投資有価証券の売却による収入  ２５７ ３１２ 
 ７ 有形固定資産の取得による支出  △ ２，９２７ △ ２，４７８ 
 ８ 有形固定資産の売却による収入  ４，９８１ ４ 
 ９ その他  △ ２９９ ９３５ 
    投資活動によるキャッシュ・フロー  ３，１７９ △ ２，８３５ 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 短期借入金増減額  △ ４，００５ △ ２，７７３ 
 ２ 長期借入れによる収入  ２，１８１ ９，７３０ 
 ３ 社債の償還による支出  △ １，２５４ ― 
 ４ 長期借入金の返済による支出  △ １１，５３６ △ １２，５２８ 
 ５ 社債の発行による収入  ― ４，９００ 
 ６ 自己株式増減額  △ １ △ ３ 
 ７ 配当金の支払額  △ ９８２ △ ９８２ 
 ８ 少数株主配当金の支払額  △ ４ △ ４ 
 ９ その他  １０ ― 
    財務活動によるキャッシュ・フロー  △ １５，５９１ △ １，６６０ 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ８９ △ ５５ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △ ３，１３４ ２，３３６ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １０，９０５ ７，８３４ 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 １１４ １３３ 
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ ５１ ― 
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高  ７，８３４ １０，３０３ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 連結会計年度 
項目 （平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 
１．連結の範囲に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 

(1)連結子会社の数 14社 
 連結子会社名 三興不動産（株）、（株）越路、
セトウチ化工（株）、三重ダイケン（株）、富山住
機（株）、ダイケン物流（株）、ダイライト（株）、
（株）トナミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.、
ダイケンホーム（株）、ダイケンエンジニアリン
グ（株）、（株）サンキ、富山大建工業（株）、梅
田建材（株） 

 

(1)連結子会社の数 17社 
 連結子会社名 三興不動産（株）、北陸ダイケン
（株）、セトウチ化工（株）、三重ダイケン（株）、
富山住機（株）、ダイケン物流（株）、ダイライト
（株）、（株）トナミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.、
ダイケンホーム（株）、ダイケンエンジニアリング
（株）、（株）サンキ、富山大建工業（株）、梅田建
材（株）、（株）ダイタック、鉱工産業（株）、大建
工業（寧波）有限公司 

 
 
 
 

 なお、梅田建材（株）については、重要性が増
加したことにより、当連結会計年度より連結子会
社に含めることとし、滋賀ダイケン（株）、近畿
ダイナ（株）については、保有株式を売却したこ
とにより、連結子会社から除外している。 

 なお、（株）ダイタック、鉱工産業（株）及び大
建工業（寧波）有限公司については、重要性が増
加したことにより、当連結会計年度より連結子会
社に含めることとした。 

  
  
  
  

 北陸ダイケン（株）は、（株）越路が社名変更し
たものである。また、大建工業（寧波）有限公司
は、達森木業（寧波）有限公司が社名変更したも
のである。 

   
 
 

(2)主要な非連結子会社の名称等 
（株）ダイフィット、九州ダイナ（株）、三洋（株） 

(2)主要な非連結子会社の名称等 
（株）ダイフィット、九州ダイナ（株）、三洋（株） 

   
 
 
 
 
 

（連結の範囲から除いた理由） 
 非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、
総資産、売上高、当期純損益及び剰余金（持分に
見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないためである。 

  

（連結の範囲から除いた理由） 
 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計
の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ
も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた
めである。 

   
２．持分法の適用に関する事項 
 
 
 
 
 
 

 非連結子会社（（株）ダイフィット、九州ダイ
ナ（株）他）及び関連会社（（株）とやまダイケ
ンホーム、友美工業（株）、達森木業（寧波）有
限公司他）は、それぞれ連結純損益及び連結剰余
金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
重要性がないため、これらの会社に対する投資に
ついては、持分法を適用していない。 

  

 非連結子会社（（株）ダイフィット、九州ダイナ
（株）他）及び関連会社（（株）とやまダイケンホ
ーム、友美工業（株）他）は、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結財務
諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除
外している。 

   
３．連結子会社の事業年度等に 
 関する事項 
 
 
 
 

 連結子会社のうち、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.
の決算日は 12 月31 日である。 
 連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の
財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行って
いる。 

  

 連結子会社のうち、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.
及び大建工業（寧波）有限公司の決算日は12月 3
1 日である。 
 連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の
財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行って
いる。 

   
４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券  ①有価証券 
  売買目的有価証券  売買目的有価証券 
 ―――――― 
 

  …時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定している。）  

  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券 
   …償却原価法（定額法）   同左 
  その他有価証券  その他有価証券 
   時価のあるもの   時価のあるもの 
    同左 
  
  
 

   …決算期末日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は主として移動平均法に
より算定している）  

   時価のないもの   時価のないもの 
    …主として移動平均法による原価法    同左 
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前連結会計年度 当連結会計年度 連結会計年度 

項目 （平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 
  ②デリバティブ  ②デリバティブ 
   …時価法   同左 
  ③棚卸資産 
 
 
 

 ③製品、商品、原材料、仕掛品及び貯蔵品は、
主として移動平均法による原価基準によって
いる。なお、未成工事支出金については、個
別法による原価基準を採用している。 

  …主として移動平均法によっている。なお、
未成工事支出金については、個別法による
原価基準を採用している。 

   
 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産  ①有形固定資産 
   同左 
  
  
 

  主として定率法を採用している。 
  ただし、平成10 年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額法
を採用している。  

  
  
 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 
建物及び構築物     主として３～60 年 
機械装置及び運搬具   主として４～15 年  

  ②無形固定資産  ②無形固定資産 
 
 
 
 

  定額法を採用している。 
  なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用している。 

  
  

  当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、
在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づ
く定額法を採用している。 
  なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づいて
いる。 

  ③繰延資産の処理方法  ③繰延資産の処理方法 
 
 

  開業費は、商法の規定に基づき５年間で均等
償却している。 

  社債発行費は、商法の規定に基づき３年間で
均等償却している。 

   
 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金  ①貸倒引当金 
   同左 
  
  
  
 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。  

  ②賞与引当金  ②賞与引当金 
   同左 
 

  主として従業員の賞与支給に備えるため、支
給見込額に基づき計上している  

  ③退職給付引当金  ③退職給付引当金 
 
 
 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上している。 

 
 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上している。（なお、企業年
金制度については、年金資産が退職給付債務を
超えるため、前払年金費用を計上している。） 

 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（主として３
年）による定額法により費用処理している。 

 
 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（主として３
年）による定額法により費用処理している。 

 
 
 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として 10 年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしている。 

  
  

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として 10 年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしている。 
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前連結会計年度 当連結会計年度 連結会計年度 

項目 （平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成15 年３月31 日） 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 （追加情報） 
  当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付
企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行
部分について、平成 14年８月 13日に厚生労働
大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた。 
  当社及び一部の連結子会社は「退職給付会計
に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計
士協会会計制度委員会報告第 13号）第 47-２項
に定める経過措置を適用し、当該認可の日にお
いて代行部分に係る退職給付債務と返還相当
額の年金資産を消滅したものとみなして処理
している。 
  本処理に伴う損益に与えた影響額等につい
ては、「退職給付に関する注記」に記載してい
る。 

   
 
 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への
換算基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への
換算基準 

   同左 
  
  
  
  
  
  
 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理している。なお、在外子会社等の資産
及び負債は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用についても連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は少数株主持分及び資本の部における為替
換算調整勘定に含めて計上している。  

   
 (5)重要なリース取引の処理方法 
   同左 
  
  
 

(5)重要なリース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっている。  

   
 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法 
   同左 
  
  
  
 

  繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替
予約及び通貨オプションについては振当処理の
要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス
ワップについては特例処理の要件を満たしてい
る場合は特例処理を採用している。  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
   同左 
  
  
 

  為替予約及び通貨オプションを手段とし、外
貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象として
いる。金利スワップを手段とし、借入金を対象
としている。  

  ③ヘッジ方針  ③ヘッジ方針 
   同左 
 

  当社の内部規定である「リスク管理方針」に
基づき、為替変動リスクをヘッジしている。  

  ④ヘッジ有効性評価の方法  ④ヘッジ有効性評価の方法 
   同左 
  
  
  
  
  
 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計
又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロ
ー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較
し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効
性を評価している。ただし、特例処理によって
いる金利スワップについては、有効性の評価を
省略している。  
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前連結会計年度 当連結会計年度 連結会計年度 

項目 （平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 
 (7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
  ①消費税等の会計処理  ①消費税等の会計処理 
   同左 
 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方
式を採用している。  

 ―――――― 
  

 ②自己株式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準 

  
  
  
  
  
  

  「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14 年
４月１日以後に適用されることになったこと
に伴い、当連結会計年度から同会計基準によっ
ている。これによる当連結会計年度の損益に与
える影響は軽微である。 

  
  
  
  

  なお、連結財務諸表規則の改正により、当連
結会計年度における連結貸借対照表の資本の
部及び連結剰余金計算書については、改正後の
連結財務諸表規則により作成している。 

 ――――――  ③１株当たり情報 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  「１株当たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第４号）が平成 14 年４月１日
以後開始する連結会計年度に係る連結財務諸
表から適用されることになったことに伴い、当
連結会計年度から同会計基準及び適用指針に
よっている。これによる当連結会計年度の損益
に与える影響は軽微である。 

   
５．連結子会社の資産及び負債  同左 
 の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、
全面時価評価法を採用している。  

   
６．連結調整勘定の償却に関す  同左 
 る事項 

 連結調整勘定の償却については、20年間の均等
償却を行っている。  

   
７．利益処分項目等の取扱いに  同左 
 関する事項  
 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につ
いて連結会計年度中に確定した利益処分又は損失
処理に基づいて作成している。  

   
８．連結キャッシュ・フロー計  同左 
 算書における資金の範囲  
  
 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及
び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期
預金からなる。  

   

 
 
表示方法の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 

（連結損益計算書関係）  
―――――― 

 
 
 

 前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」に含めていた
「生命保険配当金」は、営業外収益の総額の100 分の10 を超えた
ため、当連結会計年度より区分掲記することとした。なお、前連結
会計年度の営業外収益の「雑収入」に含まれる「生命保険配当金」
は 134 百万円である。  
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追加情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 

（金融商品会計）  
―――――― 

 

 
 

 

 

 当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評
価の方法について、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11 年１月22
日））を適用している。 
 この結果、従来の方法によった場合と比較してその他有価証券評
価差額金が△806 百万円計上されたほか、投資有価証券が 1,389 百
万円減少し、繰延税金資産が 583 百万円増加している。 
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注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成14 年３月31 日） （平成15 年３月31 日） 

      
 １ 有形固定資産の減価償却累計額    １ 有形固定資産の減価償却累計額   

 ４８，４９２ 百万円   ５１，０１５ 百万円  
        
 ２ 担保に供している資産     ２ 担保に供している資産    
 建物及び構築物 １，５６９ 百万円   建物及び構築物 １，３６４ 百万円  
 土地 ５５２    土地 ３６７   
 投資有価証券 ２，７８３    投資有価証券 １，２７１   
 計 ４，９０４    計 ３，００２   
          
  上記に対応する債務      上記に対応する債務    
 短期借入金 ２５５ 百万円   短期借入金 ３００ 百万円  
     
 
一年以内に返済予定の 
長期借入金 

５８３ 
   

一年以内に返済予定の 
長期借入金 

１，０６９  
 

 長期借入金 ３，７４５    長期借入金 ２，９１６   
          
     
     

  上記の他、為替決済の担保として、有価証券 ２５０百万円を差し入
れている。 

      
 ３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりである。  ３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりである。 
 投資有価証券（株式） ２９４ 百万円   投資有価証券（株式） ２３７ 百万円  
 出資金 １０５    出資金 ６   
          
 ４ 保証債務     ４ 保証債務    
 当連結子会社からの住宅購入者（住宅ローンつなぎ融資）  当連結子会社からの住宅購入者（住宅ローンつなぎ融資） 
  ４１４ 百万円    １６２ 百万円  
 当社の土地購入者 １５    当社の土地購入者 １４   
 計 ４２９    計 １７６   
  
  上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。 
  （債権流動化に対する買戻し義務）   （債権流動化に対する買戻し義務） 
 山陰ダイケン（株） １００ 百万円   山陰ダイケン（株） ８１ 百万円  
 東海ダイケン（株） ６４    東海ダイケン（株） ７８   
 三洋（株） ６３    九州ダイナ（株） ６６   
 九州ダイナ（株） ３９    三洋（株） ６２   
 計 ２６６    計 ２８７   
      
 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高    ５ 手形割引高及び裏書譲渡高   
 受取手形割引高 ２００ 百万円   受取手形割引高 １６２ 百万円  
 受取手形裏書譲渡高 １，７２２    受取手形裏書譲渡高 ―   
  

 ６ ――――――  
 
 

 ６ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。 
   なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次
の満期手形が連結会計年度末残高に含まれている。  
 受取手形 ５，０４１ 百万円   
 支払手形 ２，６９８    
  
 ７ ――――――   ７ 当社の発行済株式総数は、普通株式 １３０，８７５千株である。 
  
 ８ ――――――  
 

 ８ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保有
する自己株式の数は、普通株式 １００千株である。 
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前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成14 年３月31 日） （平成15 年３月31 日） 

  
 ９ 一部取引先との決済方法を、債権については据置現金回収（手形
決済に依った場合の満期日に現金で回収する方法）に、また債務に
ついては据置現金支払い（手形決済に依った場合の満期日に現金
で支払う方法）にしており、併せて農中信託銀行及び住友信託銀行
へこの債権及び債務を一括譲渡している。譲渡額はそれぞれ「その
他の流動資産」、「未払金」に含まれている。 

 ９ 一部取引先との決済方法を、債権については据置現金回収（手形
決済に依った場合の満期日に現金で回収する方法）に、また債務に
ついては据置現金支払い（手形決済に依った場合の満期日に現金
で支払う方法）にしており、併せてアルデバラン・ファンディング・コー
ポレーション、農中信託銀行及び住友信託銀行へこの債権及び債
務を一括譲渡している。譲渡額はそれぞれ「その他の流動資産」、
「未払金」に含まれている。 

 未収入金 ５０１ 百万円   未収入金 ９１６ 百万円  
 未払金 １５，２０１    未払金 １８，８０６   
  
 10 「その他の流動資産」には、資産流動化を目的とした営業債権売
却に伴う支払留保額 １，９３９百万円が含まれている。 

 10 「その他の流動資産」には、資産流動化を目的とした営業債権売
却に伴う支払留保額 ２，７６３百万円が含まれている。 

  
 11 当社及び連結子会社（１社）においては、運転資金の効率的な調
達を行うため取引銀行 14 行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約を締結している。 

 11 当社及び連結子会社（２社）においては、運転資金の効率的な調
達を行うため取引銀行13 行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約を締結している。 

   当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに
係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

   当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに
係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  
    
 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

２０，２５０ 百万円 
  

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 

１７，７５０ 百万円 
 

 借入実行残高 ―    借入実行残高 ―   
 差引額 ２０，２５０    差引額 １７，７５０   
  

 
 
（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 

  
 １ 販売費及び一般管理費のうち主なもの  １ 販売費及び一般管理費のうち主なもの 
 運賃保管料 １１，２６９ 百万円   運賃保管料 １１，０９３ 百万円  
 貸倒引当金繰入額 ５    貸倒引当金繰入額 １０   
 給料手当 ７，７１０    給料手当 ７，９３９   
 賞与引当金繰入額 １，３６４    賞与引当金繰入額 １，９４０   
 退職給付費用 ３９８    退職給付費用 ５６０   
 減価償却費 ４６５    減価償却費 ７６７   
 賃借料 ２，５４５    賃借料 ２，４４７   
  
 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、 
１，５７９百万円である。 

 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、 
１，５５４百万円である。 

  
 ３ 固定資産除却損の主な内訳は建物及び構築物 ２９百万円、機械
装置及び運搬具 ２４百万円、その他 ３９百万円である。 

 ３ 固定資産除却損の主な内訳は建物及び構築物 ２７百万円、機械
装置及び運搬具 ７４百万円、その他 ４８百万円である。 

  
 ４ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額 ３百万円を含んで
いる。 

 ４ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額 ８百万円を含んで
いる。 

  

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 

  
 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

          
 現金及び預金勘定 ７，９１３ 百万円   現金及び預金勘定 １０，３６６ 百万円  
 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ ７９    預入期間３ヶ月を超える定期預金 △ ６３   
 現金及び現金同等物 ７，８３４    現金及び現金同等物 １０，３０３   
  
 ２ 仕入債務には、ファクタリング債務が含まれている。  ２ 同左 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
（平成13 年４月１日～平成 14 年３月31 日） （平成14 年４月１日～平成 15 年３月31 日） 

  
―――――― 

 
 
 
 

 当社は平成 15 年５月 14 日開催の取締役会において、当社の外
装材・繊維板等の製造等に関する事業を譲渡する契約を当社の子
会社である東日本ダイケンプロダクツ（株）及びダイライト（株）
との間で締結することを決議し、同日付で営業譲渡契約を締結し
た。 

  
 １．高萩工場事業の営業譲渡について 
  (1)譲渡する事業の内容 
 
 

   当社の高萩工場における、外装材、繊維板等の製造等に関
する事業 

  (2)譲渡先 
    東日本ダイケンプロダクツ（株） 
  (3)譲渡する事業の規模 
    売上高 11,813 百万円（平成 15 年３月期当社実績） 
 
 
 

  （注）東日本ダイケンプロダクツ（株）が製造する製品は、
その全数量を当社が購入し顧客等に販売する予定のた
め、本営業譲渡による当社の売上高への影響はない見込。 

  (4)譲渡する資産及び譲渡価額 
 
 

   譲渡財産は、譲渡日現在の高萩工場事業に属する現金・預
金、棚卸資産とする。 

   （注）1,363 百万円（平成 15年３月 31日現在） 
  (5)譲渡期日 
    平成15 年10 月１日 
  
 ２．岡山工場事業の営業譲渡について 
  (1)譲渡する事業の内容 
    当社の岡山工場における、繊維板等の製造等に関する事業 
  (2)譲渡先 
    ダイライト（株） 
  (3)譲渡する事業の規模 
    売上高 9,502 百万円（平成15 年３月期当社実績） 
 
 
 

  （注）ダイライト（株）が製造する製品は、その全数量を当
社が購入し顧客等に販売する予定のため、本営業譲渡に
よる当社の売上高への影響はない見込。 

  (4)譲渡する資産及び譲渡価額 
 
 

   譲渡財産は、譲渡日現在の岡山工場事業に属する現金・預
金、棚卸資産とする。 

   （注）685 百万円（平成15 年３月31 日現在） 
  (5)譲渡期日 
    平成15 年10 月１日 
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５．セグメント情報 
 
（１）事業の種類別セグメント情報 
 
前連結会計年度（平成 13年４月１日～平成14 年３月31 日） （単位：百万円） 

 住宅・建設資材 住宅・建設工事 
 関 連 事 業 関 連 事 業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      
 売上高      
(1)外部顧客に対する売上高 １５５，３３７ ２９，８１６ １８５，１５３ ― １８５，１５３ 
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ６７ ― ６７ （６７） ― 

計 １５５，４０４ ２９，８１６ １８５，２２０ （６７） １８５，１５３ 
 営業費用 １５２，６４２ ２８，６２７ １８１，２６９ （６７） １８１，２０２ 
 営業利益 ２，７６２ １，１８９ ３，９５１ ― ３，９５１ 
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
 資産 １１５，４９４ １４，２９１ １２９，７８５ ２０，０３８ １４９，８２３ 
 減価償却費 ４，３０１ ６ ４，３０７ ― ４，３０７ 
 資本的支出 ６，１９２ ７０ ６，２６２ ― ６，２６２ 
（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 
   ２．各区分の主な製品 
    (1)住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 
    (2)住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 
   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（20,038 百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有
価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

 
当連結会計年度（平成 14年４月１日～平成15 年３月31 日） （単位：百万円） 

 住宅・建設資材 住宅・建設工事 
 関 連 事 業 関 連 事 業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      
 売上高      
(1)外部顧客に対する売上高 １５６，４６９ ３０，６８３ １８７，１５２ ― １８７，１５２ 
(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２１ ７３ ９４ （９４） ― 

計 １５６，４９０ ３０，７５６ １８７，２４６ （９４） １８７，１５２ 
 営業費用 １５４，０２１ ２９，８３１ １８３，８５２ （９４） １８３，７５８ 
 営業利益 ２，４６９ ９２５ ３，３９４ ― ３，３９４ 
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
 資産 １１３，４６８ １４，９４６ １２８，４１４ ２１，４０６ １４９，８２０ 
 減価償却費 ３，９３６ ７ ３，９４３ ― ３，９４３ 
 資本的支出 ２，２８５ ― ２，２８５ ― ２，２８５ 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 
   ２．各区分の主な製品 
    (1)住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 
    (2)住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 
   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（21,406 百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有
価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

 
（２）所在地別セグメント情報 
 
前連結会計年度（平成 13年４月１日～平成14 年３月31 日）及び当連結会計年度（平成 14年４月１日～平成15 年３月31 日） 
 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも 90％を超えているため、所在
地別セグメント情報の記載を省略している。 

 
（３）海外売上高 
 
前連結会計年度（平成 13年４月１日～平成14 年３月31 日）及び当連結会計年度（平成 14年４月１日～平成15 年３月31 日） 
 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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６．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 
 
当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ８２，０９５ △ ４．１ 
住宅・建設工事関連事業 １６，４２１ ４．９ 

合計 ９８，５１６ △ ２．７ 

（注）１．金額は、販売価格によっている。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
   ３．住宅・建設工事関連事業は当期完成工事高を表示している。 
 
 
（２）受注実績 
 
当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前期比 受注残高 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ２，９１１ ７．６ ４６２ １８．８ 
住宅・建設工事関連事業 １５，５８３ １０．７ １０，８５５ △ ７．２ 

合計 １８，４９４ １０．２ １１，３１７ △ ６．３ 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
   ２．住宅・建設資材関連事業は計画生産を中心としており、一部受注生産を行っている工業用特殊合板の受注実績を表示している。 
   ３．住宅・建設工事関連事業は当期工事受注高及び工事受注残高を表示している。 
 
 
（３）販売実績 
 
当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 １５６，４６９ ０．７ 
住宅・建設工事関連事業 ３０，６８３ ２．９ 

合計 １８７，１５２ １．１ 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
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７．有価証券関係 
 
 
Ⅰ 前連結会計年度 
 
 １．売買目的有価証券（平成 14 年３月31 日） 
    連結貸借対照表計上額 ― 百万円 
    当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 ―  
 
 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 14 年３月31 日） （単位：百万円） 
 種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)国債・地方債等 ２５ ２５ ０ 
(2)社債 ２，０３０ ２，０３０ ０ 
(3)その他 ― ― ― 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

小計 ２，０５５ ２，０５５ ０ 
(1)国債・地方債等 ― ― ― 
(2)社債 １８ １８ △ ０ 
(3)その他 ― ― ― 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

小計 １８ １８ △ ０ 
合計 ２，０７３ ２，０７３ ０ 

 
 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成14 年３月31 日） （単位：百万円） 
 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1)株式 １，５４５ １，８１５ ２７０ 
(2)債券    
 ①国債・地方債等 ― ― ― 
 ②社債 ― ― ― 
 ③その他 ― ― ― 
(3)その他 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

小計 １，５４５ １，８１５ ２７０ 
(1)株式 ７，１５６ ５，４９８ △ １，６５８ 
(2)債券    
 ①国債・地方債等 ― ― ― 
 ②社債 ― ― ― 
 ③その他 ― ― ― 
(3)その他 １０５ １０３ △ ２ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

小計 ７，２６１ ５，６０１ △ １，６６０ 
合計 ８，８０６ ７，４１６ △ １，３９０ 

 
 ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 13 年４月１日～平成14 年３月31 日） （単位：百万円） 
 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  
 ２５７  １４２  ０  
 
 ５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成14 年３月31 日） 
  (1)満期保有目的の債券 
   非上場外国債券 １３２ 百万円 
  (2)その他有価証券 
   非上場株式（店頭売買株式を除く） １，１５２ 百万円 
 
 ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 14 年３月31 日） （単位：百万円） 

  １年以内  １年超５年以内  ５年超10 年以内  10 年超 
 ①債券         
   国債・地方債等  ―  ２５  ―  ― 
   社債  １５０  ３０  ２，０００  ― 
   その他  ―  ―  ―  ― 
 ②その他  １０５  ―  ―  ― 
 合計  ２５５  ５５  ２，０００  ― 
 
（注）その他有価証券で時価のある株式について 1,211 百万円減損処理を行っている。 
 なお、当該株式の減損処理については以下の基準により実施している。 
(1)時価が取得価額の 50％以上下落したもの。 
(2)時価の下落率が２年以上にわたり取得価額の 30％以上 50％未満の場合には、該当する銘柄の株式について回復可能性を検 
討し、期末日後概ね１年以内に、下落率が取得原価の30％未満の水準まで回復する見込がないと判断されたもの。 
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Ⅱ 当連結会計年度 
 
 １．売買目的有価証券（平成 15 年３月31 日） 
    連結貸借対照表計上額 ― 百万円 
    当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 ―  
 
 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 15 年３月31 日） （単位：百万円） 

 種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額 
(1)国債・地方債等 ２５ ２５ ０ 
(2)社債 ２，０３０ ２，０３０ ０ 
(3)その他 ― ― ― 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

小計 ２，０５５ ２，０５５ ０ 
(1)国債・地方債等 ２５０ ２５０ ０ 
(2)社債 ― ― ― 
(3)その他 ― ― ― 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

小計 ２５０ ２５０ ０ 
合計 ２，３０５ ２，３０５ ０ 

 
 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成15 年３月31 日） （単位：百万円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
(1)株式 ５４８ ７９４ ２４６ 
(2)債券    
 ①国債・地方債等 ― ― ― 
 ②社債 ― ― ― 
 ③その他 ― ― ― 
(3)その他 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

小計 ５４８ ７９４ ２４６ 
(1)株式 ５，７２２ ４，６３２ △ １，０８９ 
(2)債券    
 ①国債・地方債等 ― ― ― 
 ②社債 ― ― ― 
 ③その他 ― ― ― 
(3)その他 １０２ ７９ △ ２３ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

小計 ５，８２４ ４，７１２ △ １，１１２ 
合計 ６，３７２ ５，５０６ △ ８６６ 

 
 ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 14 年４月１日～平成15 年３月31 日） （単位：百万円） 
 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  
 ３６２  １３  １６８  
 
 ５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成15 年３月31 日） 
  (1)満期保有目的の債券 
   非上場外国債券 ― 百万円 
  (2)その他有価証券 
   非上場株式（店頭売買株式を除く） １，６９５ 百万円 
 
 ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 15 年３月31 日） （単位：百万円） 

  １年以内  １年超５年以内  ５年超10 年以内  10 年超 
 ①債券         
   国債・地方債等  ２７５  ―  ―  ― 
   社債  ３０  ―  ２，０００  ― 
   その他  ―  ―  ―  ― 
 ②その他  ―  ―  ―  ― 
 合計  ３０５  ―  ２，０００  ― 
 
（注）その他有価証券で時価のある株式について 2,423 百万円減損処理を行っている。 
 なお、当該株式の減損処理については以下の基準により実施している。 
(1)時価が取得価額の 50％以上下落したもの。 
(2)時価の下落率が２年以上にわたり取得価額の 30％以上 50％未満の場合には、該当する銘柄の株式について回復可能性を検 
討し、期末日後概ね１年以内に、下落率が取得原価の30％未満の水準まで回復する見込がないと判断されたもの。 
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８．退職給付関係 
 
 前連結会計年度（平成 13 年４月１日～平成 14年３月 31日） 
 
 １．採用している退職給付制度の概要 
   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度，適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない退職時加算金を支払う場
合がある。 
 
 ２．退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）  

項目 金額  
イ．退職給付債務 △ ４１，９８０   
ロ．年金資産 ２７，６４５   
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ １４，３３５   
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ―   
ホ．未認識数理計算上の差異 １１，１３３   
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ １，３８１ （注）２  
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ４，５８３   
チ．前払年金費用 ２８   
リ．退職給付引当金（ト－チ） △ ４，６１１   
（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。 
   ２．当連結会計年度において提出会社及び一部の連結子会社の厚生年金基金の加算部分に係る給付利率の引き下げについての規

約改正を行ったことにより、過去勤務債務（債務の減額）が発生している。 
   ３．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 
 
 ３．退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）  

項目 金額  
イ．勤務費用 １，０６０ （注）１，３  
ロ．利息費用 １，４１８   
ハ．期待運用収益 △ ７９２   
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ―   
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １８１   
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ ４１６ （注）２  
ト．早期退職に伴う退職給付費用 ―   
チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） １，４５１   
（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 
   ２．「２．退職給付債務に関する事項」（注）２．に記載の過去勤務債務に係る当期の費用処理額である。 
   ３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 
 
 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

   
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  
   
ロ．割引率 ３．０％  
   
ハ．期待運用収益率 ３．５％  
   
ニ．過去勤務債務の額の処理年数  
 

主として３年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額法による。）  

   
ホ．数理計算上の差異の処理年数  
  
  
  
 

主として 10 年（各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしている。）  

   
ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 前連結会計年度に一括費用処理している。  
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 当連結会計年度（平成 14 年４月１日～平成 15年３月 31日） 
 
 １．採用している退職給付制度の概要 
   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度，適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない退職時加算金を支払う場
合がある。 
   当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年８月 13 日に厚生労働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けた。 
 
 ２．退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）  

項目 金額  
イ．退職給付債務 △ ２５，４５５   
ロ．年金資産 １２，４７０   
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ １２，９８５   
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ―   
ホ．未認識数理計算上の差異 １２，５６７   
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ ５６６   
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ９８４   
チ．前払年金費用 ２，４８４   
リ．退職給付引当金（ト－チ） △ ３，４６８   
（注）１．厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第 13号）第 47－２項に定める経過措置を適用し、厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた日において代行部
分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして会計処理している。なお、平成15 年３月31 日現在
において測定された年金資産の返還相当額は 10,898 百万円である。 

   ２．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 
 
 ３．退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）  

項目 金額  
イ．勤務費用 １，０２７ （注）２、３  
ロ．利息費用 ８８８   
ハ．期待運用収益 △ ４５３   
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ―   
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ７６０   
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ ４５２   
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １，７７０   
チ．厚生年金基金代行部分返上益 ２，３３３ （注）４  

計（ト－チ） △ ５６３   
（注）１．上記退職給付費用以外に、早期退職特別加算金 609 百万円を支払っており、特別損失として計上している。 
   ２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 
   ３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 
   ４．特別利益として計上している。 
 
 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

   
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  
   
ロ．割引率  
 

２．８％（期首時点の計算に適用した 
割引率３．０％）  

   
ハ．期待運用収益率 ３．０％  
   
ニ．過去勤務債務の額の処理年数  
 

主として３年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額法による。）  

   
ホ．数理計算上の差異の処理年数  
  
  
  
 

主として 10 年（各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしている。）  

   
ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ――――――  
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（税効果会計関係） 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 前連結会計年度  当連結会計年度  
 （平成14年３月 31日）  （平成15年３月 31日）  
繰延税金資産     
貸倒引当金損金算入限度超過額   ３５ 百万円    ２０６ 百万円  
賞与引当金損金算入限度超過額   ３２２     ５２４   
未払事業税   １５     １３   
退職給付引当金損金算入限度超過額   ５，６５９     ４，２２４   
繰越欠損金   ５，３２７     ５，２３６   
新規取得土地に係る負債利子の損金不算入額   １     ０   
棚卸資産未実現利益   ２８     ２０   
固定資産の未実現利益   ５１５     ４７５   
ゴルフ会員権評価損   １１０     １２０   
投資有価証券評価損   ４８     １１７   
その他有価証券評価差額金   ５８３     ３５３   
その他   ３１     ２１   
繰延税金資産小計   １２，６７４     １１，３０９   
評価性引当金  △ ４，３０８    △ ３，５２２   
繰延税金資産合計   ８，３６６     ７，７８７   
           
           
繰延税金負債           
特別償却積立金  △ ８    △ ４   
海外投資等損失積立金  △ １１８    △ ７７   
土地評価益  △ ５３８    △ ５３８   
退職給付信託設定益  △ ２，７０９    △ ２，６２２   
その他  △ ３２     ―   
繰延税金負債合計  △ ３，４０５    △ ３，２４１   
繰延税金資産の純額   ４，９６１     ４，５４６   
 
 （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 
 
 前連結会計年度  当連結会計年度  
 （平成14年３月 31日）  （平成15年３月 31日）  

流動資産－繰延税金資産   １，３２７ 百万円    ２，２９１ 百万円  
固定資産－繰延税金資産   ４，２０３     ２，８１１   
流動負債－繰延税金負債  △ １０    △ ９   
固定負債－繰延税金負債  △ ５６０    △ ５４７   

 
 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳 
 
 前連結会計年度  当連結会計年度  
 （平成14年３月 31日）  （平成15年３月 31日）  
法定実効税率   ４２．０ ％    ４２．０ ％  
           
（調整）           
評価性引当金   ８．４    △ ３０．６   
交際費等永久に損金に算入されない項目   ９．０     １２．２   
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △ ２．１    △ ５．９   
住民税均等割等   ５．２     ８．８   
株式評価損自己否認分の減算   ―     １．２   
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   ―     １２．４   
その他  △ ０．４    △ １．０   
税効果会計適用後の法人税等の負担率   ６２．１     ３９．１   
 
 （注）繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正（平成 16 年４月１日以降開始事業年度より法人事業
税に外形標準課税を導入）に伴い、当連結会計年度における一時差異等のうち、平成16 年３月末までに解消が予定されるものは改正前の税
率、平成 16 年４月以降に解消が予定されるものは改正後の税率である。この税率の変更により、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額
（繰延税金負債の金額を控除した金額）が120 百万円減少し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整額が同額増加している。 
 

 


